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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期

会計期間

自平成17年
８月21日
至平成18年
２月20日

自平成18年
８月21日
至平成19年
２月20日

自平成19年
８月21日
至平成20年
２月20日

自平成17年
８月21日
至平成18年
８月20日

自平成18年
８月21日
至平成19年
８月20日

売上高（百万円） 49,186 56,692 53,585 95,312 106,676

経常利益（百万円） 6,699 5,698 3,553 9,814 6,022

中間（当期）純利益

（百万円）
3,972 3,006 1,842 6,262 2,627

持分法を適用した場合の投

資利益（百万円）
－ － － － －

資本金（百万円） 6,176 6,189 6,189 6,176 6,189

発行済株式総数（株） 29,588,300 29,620,300 29,620,300 29,588,300 29,620,300

純資産額（百万円） 32,405 36,544 34,438 34,112 35,352

総資産額（百万円） 54,933 63,631 68,340 54,332 55,352

１株当たり純資産額

（円）
1,097.79 1,236.83 1,227.52 1,155.71 1,196.50

１株当たり中間(当期)純利

益（円）
134.55 101.80 64.22 212.15 88.96

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益（円）
134.17 101.57 64.20 211.57 88.79

１株当たり配当額（円） 20.00 25.00 25.00 40.00 50.00

自己資本比率（％） 59.0 57.4 50.4 62.8 63.9

営業活動によるキャッシュ

・フロー（百万円）
6,107 9,614 10,390 7,423 6,612

投資活動によるキャッシュ

・フロー（百万円）
△153 △3,557 △4,321 △4,792 △7,515

財務活動によるキャッシュ

・フロー（百万円）
△1,723 63 4,992 △3,238 △988

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高

（百万円）

11,270 12,553 15,601 6,432 4,540

従業員数[外、平均臨時雇用

者数]（人）

668

[3,027]

796

[3,950]

914

[3,485]

748

[3,156]

926

[3,704]

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標の推移については

記載しておりません。

２．当社は関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資損益については記載しておりませ

ん。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．第27期中間は、平成17年10月11日付で株式１株を1.25株に株式分割しております。
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２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

該当事項はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成20年２月20日現在

従業員数（人） 914［3,485］ 

　（注）    従業員は就業人員であり、臨時従業員数は、［　］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）労働組合の状況

　現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間期におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した国際的金融市場の混乱

に加え、原油をはじめとする原材料価格の高騰などから個人消費の伸びが鈍化しはじめ、景気に減速感

が広がってまいりました。

　このような状況の中、業績伸長に向け、当社は『売れる仕組み』（出店戦略、商品戦略、販売戦略および

それらをバックアップするシステム）を活用し、「適時」「適品」「適量」「適所」「適価」の『５

適』の実現に努めてまいりました。

　商品におきましては、「見えるマーチャンダイジング」（商品内容がビジュアルで分かる仕組み）に

よって、月度ごとに質的・量的なバランスを検証し、端境期の商品構成の改善、価格帯のバランス、店舗

毎の在庫構成を見直し、お客様のご期待に沿える品揃えをしてまいりました。ナショナルブランドでは、

サプライヤーとの取り組みにより別注商品の開発やコラボレートモデルの企画・販売を行い、競合他社

との差別化を図ってまいりました。プライベートブランドでは、主力ブランドの“ＢＡＣＫ　ＮＵＭＢＥ

Ｒ”をはじめとして、各ブランドのコンセプトを明確化し、バランスよく商品展開してまいりました。ま

た、「旬のベーシック」をコンセプトに商品の企画・開発を進めてまいりました。

　販売におきましては、前期導入したエリアマネージャー制度によってきめ細かい店舗管理、店長育成を

行い、お客様に「是非また利用したい」と感じていただけるような店舗づくりに取り組んでまいりまし

た。また、販売力の一層の強化を目指し、ファッションアドバイザーを中心にアルバイトスタッフの戦力

化を進め、さらに販売コンテストを開催することで、店舗の販売力の向上に努めてまいりました。

　商品供給体制におきましては、物流センターから店舗に納品されるまでの時間をさらに短縮できるよ

う努めてまいりました。また、物流センターにおいて店頭作業の代行を進めていくことで、店舗における

作業・業務効率を改善し、販売に専念できる環境を整えてまいりました。

　マーケティング活動におきましては、チラシ、ＴＶＣＭ、雑誌、ダイレクトメール、メールマガジンなど、

複数のメディアを活用して集客力の向上を図ってまいりました。また、これらの販促メディアや販促

ツールを主力商品と売り場に連動させる「商品、売場、販促」の三位一体の活動を継続・強化してまい

りました。

　店舗の出退店としましては、イオンモール羽生店（埼玉県羽生市）をはじめとして34店舗を出店する

とともに、効率化を図るため、10店舗を閉店いたしました。この結果、当中間期末店舗数は470店舗となり

ました。また、常に魅力ある売り場を保つために、既存店34店舗の大規模なリニューアルを実施いたしま

した。

　「フラッシュリポート」、「ＭＰＳ」の各業態におきましては、商品力や知名度を高め、ブランドの確

立に努めてまいりましたが、「スパイスアイランド」業態におきましては、事業採算性改善の見通しが

立たず、当期末までに撤退することを決定し、当中間期においては７店舗を閉店いたしました。

　以上のような施策を実行してまいりましたが、当中間期におきましては、春夏から続くファッショント

レンドの変化によるボトムスの不振という厳しい状況に変化はなく、天候においても上半期を通して全

国的に気温が高く、秋冬商品の販売は予想以上に厳しい状況となりました。その結果、売上高は53,585百

万円（前年同期比5.5％減）と前年を下回る結果となりました。

　部門別では、ボトムス部門の売上高は16,107百万円（前年同期比15.9％減）と大きく前年を下回り、

カットソー・ニット部門の売上高は16,891百万円（前年同期比3.1％減）、シャツ・アウター部門の売上

高は10,586百万円（前年同期比4.0％増）となりました。

　営業利益は販売費及び一般管理費を計画内に抑えたものの3,547百万円（前年同期比37.2％減）、経常

利益は3,553百万円（前年同期比37.6％減）となりました。

　上記に加えまして、店舗リニューアルに伴う固定資産除却損や、閉店に伴う減損損失等による特別損失

を計上したことから、中間純利益につきましては1,842百万円（前年同期比38.7％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

  当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純利益を3,269百万

円計上するとともに、仕入債務の増加や長期借入れによる収入があった一方で、新規出店、店舗改装に伴

う有形固定資産の取得や自己株式の買取による支出もあり、前期末に比べ11,061百万円増加し、15,601百

万円（前期比243.6％増）となっております。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は10,390百万円（前年同期比776百万円増）となりました。これは主に、税

引前中間純利益は3,269百万円（前年同期比1,960百万円減）と減少したものの、減価償却費1,989百万円

（前年同期比288百万円増）、仕入債務の増加6,616百万円（前年同期比2,710百万円増）を計上したこと

等によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果使用した資金は4,321百万円（前年同期比764百万円増）となりました。これは主に、新

規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出3,302百万円（前年同期比734百万円増）があったこと等

によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は4,992百万円（前年同期比4,928百万円増）となりました。これは主に、

長期借入れによる収入8,000百万円（前年同期比6,300百万円増）、長期借入金の返済による支出が283百

万円（前年同期比783百万円減）、自己株式の買取による支出が1,986百万円（前年同期比1,979百万円

増）があったこと等によるものであります。

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

半期報告書

 5/45



２【商品仕入及び販売の状況】

(1）商品仕入実績

　当中間会計期間の商品仕入実績を商品部門別に示すと次のとおりであります。

商品部門別
当中間会計期間

（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前年同期比（％）

ボトムス 9,599百万円 84.8

カットソー・ニット 9,233百万円 95.2

シャツ・アウター 6,027百万円 114.0

その他 5,310百万円 107.6

計 30,170百万円 96.6

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を商品部門別に示すと次のとおりであります。

商品部門別
当中間会計期間

（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前年同期比（％）

ボトムス 16,107百万円 84.1

カットソー・ニット 16,891百万円 96.9

シャツ・アウター 10,586百万円 104.0

その他 9,999百万円 100.7

計 53,585百万円 94.5

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは次のとおり

であります。

事業所名 所在地 取得価額（百万円） 完成年月 売場面積（㎡）

函館ポールスター店 北海道函館市 59 平成19年８月 618

ユニモちはら台店 千葉県市原市 60 平成19年９月 546

フラッシュリポート

ユニモちはら台店
千葉県市原市 28 平成19年９月 222

徳島藍住店 徳島県板野郡藍住町 189 平成19年９月 862

ホームズ新山下店 神奈川県横浜市中区 56 平成19年９月 590

イオン猪名川店 兵庫県川辺郡猪名川町 90 平成19年９月 762

スパイスアイランド

印西ビッグホップ店
千葉県印西市 52 平成19年９月 471

青森ドリームタウンＡｌｉ店 青森県青森市 113 平成19年９月 700

フジグラン宇部店 山口県宇部市 56 平成19年９月 597

イオン鹿児島店 鹿児島県鹿児島市 95 平成19年10月 607

フラッシュリポート

イオン鳥取北店 
鳥取県鳥取市 30 平成19年10月 219

ＳＨＩＺＵＯＫＡ１０９店 静岡県静岡市葵区 65 平成19年10月 550

イオン津山店 岡山県津山市 79 平成19年10月 681

四街道ヨーカドー店 千葉県四街道市 46 平成19年10月 655

イオン旭川西店 北海道旭川市 53 平成19年10月 560

アクアウォーク大垣店 岐阜県大垣市 61 平成19年10月 385

イオン新潟南店 新潟県新潟市江南区 79 平成19年10月 492

フラッシュリポート

イオン新潟南店 
新潟県新潟市江南区 28 平成19年10月 157

イオン岡垣店 福岡県遠賀郡岡垣町 61 平成19年10月 583

ロックシティ佐沼店 宮城県登米市 65 平成19年10月 540

イオンモール羽生店 埼玉県羽生市 99 平成19年10月 534

ＭＰＳ

イオンモール羽生店
埼玉県羽生市 22 平成19年10月 88

サントムーン柿田川店 静岡県駿東郡清水町 70 平成19年11月 489

マルイファミリー志木店 埼玉県志木市 40 平成19年11月 482

ララガーデン春日部店 埼玉県春日部市 74 平成19年11月 449

西新井アリオ店 東京都足立区 58 平成19年11月 375
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事業所名 所在地 取得価額（百万円） 完成年月 売場面積（㎡）

ミーナ津田沼店 千葉県習志野市 82 平成19年11月 593

イオンモール日の出店 東京都西多摩郡日の出町 102 平成19年11月 635

アピタタウン金沢ベイ店 石川県金沢市 111 平成19年11月 893

新潟赤道店 新潟県新潟市東区 111 平成19年11月 763

イオン富士南店 静岡県富士市 95 平成19年11月 659

トレッサ横浜店 神奈川県横浜市港北区 113 平成19年11月 573

日立田尻店 茨城県日立市 172 平成19年12月 771

広島ゆめタウン店 広島県広島市南区 101 平成20年２月 673

合計 － 2,627 － － 

（注）１．取得金額には、保証金及び敷金を含んでおります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）前事業年度末現在の設備計画では、当中間会計期間に完成した前記設備を含め店舗新設60店舗、閉鎖13店舗を計画

しておりましたが、当事業年度の店舗新設を47店舗、閉鎖を24店舗とし、当中間会計期間末現在における設備計画は

次のとおりとなっております。

事業所名
（所在地）

予算金額
（百万円）

既支払額
（百万円）

今後の所要金額
（百万円）

着工予定年月 完成予定年月
予定売場面積
（㎡）

千里セルシー店

（大阪府豊中市）
120 60 59 平成20年２月 平成20年３月 428

モリシア津田沼店

（千葉県習志野市）
93 29 64 平成20年２月 平成20年３月 630

イオン仙台泉大沢店

（宮城県仙台市泉区）
82 － 82 平成20年２月 平成20年３月 578

松本庄内コモ店

（長野県松本市）
150 4 145 平成20年２月 平成20年３月 758

イオン大高店

（愛知県名古屋市緑区）
83 － 83 平成20年２月 平成20年３月 469

小田原シティーモールフレスポ

店

（神奈川県小田原市）

160 28 131 平成20年１月 平成20年３月 1,195

鳳アリオ店

（大阪府堺市西区）
66 20 46 平成20年１月 平成20年３月 402

エミフルＭＡＳＡＫＩ店

（愛媛県伊予郡松前町）
136 54 81 平成20年３月 平成20年４月 738

岐阜マーサ２１店

（岐阜県岐阜市）
100 － 100 平成20年３月 平成20年４月 603

イオン名寄店

（北海道名寄市）
25 － 25 平成20年３月 平成20年４月 453

ミーナ町田店

（東京都町田市）
148 － 148 平成20年４月 平成20年５月 1,203

ゆめタウン出雲店

（島根県出雲市）
80 － 80 平成20年４月 平成20年６月 581

松江サティ店

（島根県松江市）
61 － 61 平成20年６月 平成20年８月 548

合計 1,308 198 1,110    

（注）１．今後の所要金額1,110百万円は、自己資金で賄う予定であります。

　　　　　２．予算金額、既支払額、今後の所要金額には保証金及び敷金を含んでおります。　

　　３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　４．上記計画は、営業基盤拡大のためであります。

　　５．当中間会計期間に10店舗閉鎖しました。下半期は14店舗を閉鎖する予定であります。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年２月20日）

提出日現在発行数
（株）
（平成20年５月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,620,300 29,620,300
東京証券取引所市場

第一部
－

計 29,620,300 29,620,300 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年５月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行されたものは含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19第２項に基づく特別決議による新株引受権の状況

（平成12年11月17日定時株主総会決議）

 
中間会計期間末現在
（平成20年２月20日）

提出日の前月末現在
（平成20年４月30日）

新株予約権の数 － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（注）１．２． 　66,400株 同左

新株予約権の行使時の払込金額（注）１． 70,915,200円 同左

新株予約権の行使期間
平成14年11月20日から

平成22年11月17日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及

び資本組入額（注）２．

発行価格　　1,068円

資本組入額　　534円
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３. 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３. 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

②　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく特別決議による新株予約権の状況

（平成14年11月18日定時株主総会決議）

 
中間会計期間末現在
（平成20年２月20日）

提出日の前月末現在
（平成20年４月30日）

新株予約権の数 　　64個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（注）１．２．     6,400株 同左

新株予約権の行使時の払込金額（注）１． 4,608,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成16年11月20日から

平成24年11月17日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及

び資本組入額（注）２.

発行価格　　　720円

資本組入額　　360円
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３. 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３. 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、定時株主総会決議におけ

る新株発行予定数及び行使予定払込金額から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び

払込金額を減じております。

２．平成14年７月23日開催の取締役会決議により、平成14年10月10日付で１株を1.5株に株式分割いたしました。

　　平成16年１月22日開催の取締役会決議により、平成16年４月９日付で１株を1.2株に株式分割いたしました。

　　平成16年７月23日開催の取締役会決議により、平成16年10月12日付で１株を1.25株に株式分割いたしました。

　　平成17年７月22日開催の取締役会決議により、平成17年10月11日付で１株を1.25株に株式分割いたしました。

これにより株式の数、発行価格、資本組入額をそれぞれ調整しております。
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３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項

(1）対象者は、新株予約権の行使時において、当社または当社の子会社および関連会社の取締役、監査役または

社員であることを要する。

(2）新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。

(3）対象者の相続人による新株予約権の行使は認められないものとする。

(4）対象者は、一度の手続きにおいて付与を受けた新株予約権の全部を行使しなければならない。ただし、付与

を受けた新株予約権の目的たる株式の数が1,000株以上の対象者は、その一部（当社の一単元の株式数また

はその整数倍に限る。）を行使することができる。

(5）対象者は新株予約権の行使によって発行される株式の発行価額の合計額が年間（１月１日から12月31日ま

で）金1,000万円（または、行使時において租税特別措置法上定められた制限）を超えないように、新株予

約権を行使しなければならない。

(6）当社が他社の完全子会社となるために株式交換を行う場合または株式移転を行う場合、株式交換の日また

は株式移転の日に先立ち、取締役会決議に基づき、新株予約権の行使を合理的に制限し、かつ、対象者が行

使していない新株予約権を失効させることができるものとする。

(7）その他権利行使に関する条件については、本株主総会以後に開催される取締役会決議により決定し、対象者

との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとする。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

平成19年８月21日～

平成20年２月20日
－ 29,620,300 － 6,189 － 6,475

（５）【大株主の状況】

 平成20年２月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

藤原　政博 茨城県つくば市 5,210 17.59

有限会社藤原興産 茨城県つくば市松代2-9-11 4,873 16.45

藤原　祐介 茨城県つくば市 1,724 5.82

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 754 2.55

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 687 2.32

藤原　英子 茨城県つくば市 674 2.28

イチゴ　ジャパン　ファンド　エー

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

SECOND FLOOR,COMPASS CENTRE,P.

O.BOX 

448,SHEDDEN ROAD,GEORGE TOWN,

GRAND 

CAYMAN KY 1-1106,

CAYMAN ISLANDS

（東京都中央区日本橋3-11-1）

602 2.03

株式会社常陽銀行

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）

茨城県水戸市南町2-5-5

（東京都港区浜松町2-11-3）
528 1.79

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 496 1.68
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口４）
東京都中央区晴海1-8-11 470 1.59

計 － 16,021 54.09

　（注）１．上記のほか、自己株式が1,564千株あります。
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　　　　２．シュローダー証券投信投資顧問株式会社及びその共同保有者であるシュローダー・インベストメント・マネー

ジメント・ノースアメリカ・リミテッドから、平成19年４月20日付で大量保有報告書の提出があり、それぞ

れ次のとおり株式を所有する旨報告を受けておりますが、当中間期末現在における当該法人名義の実質所有

株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

大量保有報告書提出日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シュローダー証券投信投資顧

問株式会社
東京都千代田区丸の内１－11－１ 1,041 3.51

シュローダー・インベストメ

ント・マネージメント・ノー

スアメリカ・リミテッド

31 Gresham Street, London, EC2V 7QA, UK 528 1.78

計 － 1,569 5.30

３．Prospect Asset Management,Incから、平成19年12月６日付で大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を所

有する旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができません

ので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

 大量保有報告書提出日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

Prospect Asset Magement,Inc
6700 Kalanianaole Hwy, Suite 122, 

Honolulu HI 96825 U.S.A.
1,123 3.79
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年２月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 1,564,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　27,912,800 279,128 －

単元未満株式 普通株式　　 143,000 － －

発行済株式総数 29,620,300 － －

総株主の議決権 － 279,128 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が3,800株（議決権の数38個）

含まれております。

２．「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式が68株、当社所有の自己株式が87株含まれておりま

す。

②【自己株式等】

 平成20年２月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）      

株式会社ライトオン
茨城県つくば市吾妻

１-11-１
1,564,500 － 1,564,500 5.28

計 － 1,564,500 － 1,564,500 5.28

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年９月 10月 11月 12月 平成20年１月 ２月

最高（円） 1,299 1,436 1,419 1,393 1,280 989

最低（円） 1,076 1,034 1,070 1,067 885 847

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年８月21日から平成19年２月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成19年８月21日から平成20年２月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年８月21日から平成19年２月20日まで）

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年８

月21日から平成20年２月20日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末

(平成19年２月20日)

当中間会計期間末

(平成20年２月20日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年８月20日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金  12,553   15,601   4,540   

２．売掛金  926   1,016   1,196   

３．商品  11,084   12,036   10,172   

４．その他  3,707   2,684   3,895   

流動資産合計   28,271 44.4  31,339 45.9  19,804 35.8

Ⅱ．固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

（1）建物 ※２ 11,460   12,359   11,514   

（2）工具器具備品  4,206   4,492   4,259   

（3）その他 ※２ 2,466   2,384   2,399   

有形固定資産合計   18,132 28.5  19,236 28.1  18,173 32.8

２．無形固定資産           

（1）ソフトウェア  3,201   2,858   3,056   

（2）その他  265   70   105   

無形固定資産合計   3,467 5.5  2,928 4.3  3,161 5.7

３．投資その他の資産           

（1）保証金及び敷金  13,092   14,160   13,453   

（2）その他  1,250   1,156   1,263   

貸倒引当金  △583   △481   △504   

投資その他の資産
合計

  13,759 21.6  14,835 21.7  14,212 25.7

固定資産合計   35,359 55.6  37,001 54.1  35,547 64.2

資産合計   63,631 100.0  68,340 100.0  55,352 100.0
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前中間会計期間末

(平成19年２月20日)

当中間会計期間末

(平成20年２月20日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年８月20日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．支払手形  255   177   152   

２．支払信託  17,796   17,867   12,440   

３．買掛金  577   2,064   1,781   

４．短期借入金
※２
※３

595   2,166   566   

５．未払法人税等  2,387   1,504   456   

６．賞与引当金  364   382   464   

７．その他 ※４ 3,833   2,693   3,180   

流動負債合計   25,811 40.6  26,857 39.3  19,041 34.4

Ⅱ．固定負債           

１．長期借入金
※２
※３

944   6,778   661   

２．その他  330   265   296   

固定負債合計   1,275 2.0  7,044 10.3  958 1.7

負債合計   27,086 42.6  33,901 49.6  19,999 36.1

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   6,189 9.7  6,189 9.0  6,189 11.2

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  6,475   6,475   6,475   

資本剰余金合計   6,475 10.2  6,475 9.5  6,475 11.7

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  78   78   78   

(2）その他利益剰余
金

          

別途積立金  4,000   4,000   4,000   

繰越利益剰余金  19,780   19,767   18,663   

利益剰余金合計   23,858 37.5  23,845 34.9  22,741 41.1

４．自己株式   △151 △0.2  △2,139 △3.1  △153 △0.3

株主資本合計   36,372 57.2  34,371 50.3  35,253 63.7

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金

  172 0.2  67 0.1  98 0.2

評価・換算差額等合
計

  172 0.2  67 0.1  98 0.2

純資産合計   36,544 57.4  34,438 50.4  35,352 63.9

負債・純資産合計   63,631 100.0  68,340 100.0  55,352 100.0
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②【中間損益計算書】

  

前中間会計期間

（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間

（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

区分
注記
事項

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   56,692 100.0  53,585 100.0  106,676 100.0

Ⅱ　売上原価   29,646 52.3  28,336 52.9  58,516 54.9

売上総利益   27,046 47.7  25,248 47.1  48,160 45.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費   21,398 37.7  21,700 40.5  42,282 39.6

営業利益   5,647 10.0  3,547 6.6  5,877 5.5

Ⅳ　営業外収益 ※１  145 0.3  137 0.3  321 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※２  94 0.2  131 0.3  177 0.2

経常利益   5,698 10.1  3,553 6.6  6,022 5.6

Ⅵ　特別利益 ※３  49 0.1  41 0.1  119 0.1

Ⅶ　特別損失
※４
※５

 519 1.0  326 0.6  1,320 1.2

税引前中間(当期)
純利益

  5,229 9.2  3,269 6.1  4,821 4.5

法人税、住民税及び
事業税

 2,293   1,423   2,431   

法人税等調整額  △70 2,223 3.9 3 1,426 2.7 △237 2,193 2.0

中間（当期）純利
益

  3,006 5.3  1,842 3.4  2,627 2.5
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年８月21日　至　平成19年２月20日）

（単位：百万円） 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年８月20日　残高 6,176 6,462 78 4,000 17,364 21,442 △145 33,935

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 13 13 － － － － － 26

剰余金の配当 － － － － △590 △590 － △590

中間純利益 － － － － 3,006 3,006 － 3,006

自己株式の買取（単元未満
株式）

－ － － － － － △6 △6

純資産の部に直接計上され
たその他有価証券評価差額
金の増減

－ － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 13 13 － － 2,415 2,415 △6 2,436

平成19年２月20日　残高 6,189 6,475 78 4,000 19,780 23,858 △151 36,372

 

評価・換算
差額等

純資産合計
その他有価
証券評価差
額金

平成18年８月20日　残高 177 34,112

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 － 26

剰余金の配当 － △590

中間純利益 － 3,006

自己株式の買取（単元未満
株式)

－ △6

純資産の部に直接計上され
たその他有価証券評価差額
金の増減

△4 △4

中間会計期間中の変動額合計 △4 2,431

平成19年２月20日　残高 172 36,544

当中間会計期間（自　平成19年８月21日　至　平成20年２月20日）

（単位：百万円） 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年８月20日　残高 6,189 6,475 78 4,000 18,663 22,741 △153 35,253

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当 － － － － △738 △738 － △738

中間純利益 － － － － 1,842 1,842 － 1,842

自己株式の取得 － － － － － － △1,986 △1,986

純資産の部に直接計上され
たその他有価証券評価差額
金の増減

－ － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 － － － － 1,103 1,103 △1,986 △882

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

半期報告書

20/45



 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成20年２月20日　残高 6,189 6,475 78 4,000 19,767 23,845 △2,139 34,371

 

評価・換算
差額等

純資産合計
その他有価
証券評価差
額金

平成19年８月20日　残高 98 35,352

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当 － △738

中間純利益 － 1,842

自己株式の取得 － △1,986

純資産の部に直接計上され
たその他有価証券評価差額
金の増減

△31 △31

中間会計期間中の変動額合計 △31 △913

平成20年２月20日　残高 67 34,438

前事業年度（自　平成18年８月21日　至　平成19年８月20日）

（単位：百万円） 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年８月20日　残高 6,176 6,462 78 4,000 17,364 21,442 △145 33,935

事業年度中の変動額         

新株の発行 13 13 － － － － － 26

剰余金の配当 － － － － △590 △590 － △590

剰余金の配当（中間配当
額）

－ － － － △738 △738 － △738

当期純利益 － － － － 2,627 2,627 － 2,627

自己株式の買取（単元未満
株式）

－ － － － － － △7 △7

純資産の部に直接計上され
たその他有価証券評価差額
金の増減

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 13 13 － － 1,298 1,298 △7 1,318

平成19年８月20日　残高 6,189 6,475 78 4,000 18,663 22,741 △153 35,253

 

評価・換算差
額等

純資産合計
その他有価
証券評価差
額金

平成18年８月20日　残高 177 34,112

事業年度中の変動額   

新株の発行 － 26

剰余金の配当 － △590
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評価・換算差
額等

純資産合計
その他有価
証券評価差
額金

剰余金の配当（中間配当
額）

－ △738

当期純利益 － 2,627

自己株式の買取（単元未満
株式）

－ △7

純資産の部に直接計上され
たその他有価証券評価差額
金の増減

△78 △78

事業年度中の変動額合計 △78 1,239

平成19年８月20日　残高 98 35,352
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  

前中間会計期間

(自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日)

当中間会計期間

(自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書
(自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

    

税引前中間(当期)純利益  5,229 3,269 4,821

減価償却費  1,700 1,989 3,695

減損損失  219 168 896

長期前払費用償却額  3 1 7

保証金等の賃料相殺額  149 156 295

貸倒引当金の増減額  7 △23 △71

賞与引当金の増減額  △51 △81 48

前払年金費用の増減額  △13 △10 △20

店舗閉鎖損失  4 56 7

受取利息及び受取配当金  △1 △0 △6

支払利息  16 53 26

売上債権の増減額  265 180 △4

棚卸資産の増減額  △1,617 △1,864 △705

未収入金の増減額  1,653 639 784

仕入債務の増減額  3,905 6,616 559

未払消費税の増減額  117 △108 131

未払金の増減額  △129 △49 △188

未払費用の増減額  △63 △96 32

その他  165 △117 331

小計  11,561 10,778 10,643

利息及び配当金の受取額  1 0 6

損害補償金の支払額  － － △11

利息の支払額  △18 △9 △28

法人税等の支払額  △1,931 △377 △3,996

営業活動によるキャッシュ・
フロー

 9,614 10,390 6,612

 

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

半期報告書

23/45



  

前中間会計期間

(自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日)

当中間会計期間

(自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書
(自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

    

有形固定資産の取得による
支出

 △2,568 △3,302 △5,702

有形固定資産の売却による
収入

 － － 36

無形固定資産の取得による
支出

 △329 △300 △705

無形固定資産の売却による
収入

 － － 35

保証金等の預入による支出  △1,151 △956 △2,172

保証金等の払戻による収入  511 236 1,012

その他  △18 1 △19

投資活動によるキャッシュ・
フロー

 △3,557 △4,321 △7,515

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

    

長期借入れによる収入  1,700 8,000 1,700

長期借入金の返済による支
出

 △1,066 △283 △1,379

株式発行による収入  26 － 26

自己株式の買取処分
に係る収支

 △6 △1,986 △7

配当金の支払額  △590 △738 △1,329

財務活動によるキャッシュ・
フロー

 63 4,992 △988

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換
算差額

 － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  6,120 11,061 △1,892

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残
高

 6,432 4,540 6,432

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高 ※ 12,553 15,601 4,540
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度
（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

(1）有価証券

その他有価証券

(1）有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のあるもの

同　　　　　左

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

 時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

時価のないもの

同　　　　　左

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

 (2）デリバティブ

時価法

(2) デリバティブ

同　　　　　左

(2）デリバティブ

同　　　　　左

 (3）たな卸資産

商品

　　売価還元法による原価法

(3）たな卸資産

同　　　　　左

(3）たな卸資産

同　　　　　左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

(1）有形固定資産

①平成19年３月31日以前に取得

したもの

旧定率法

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）は旧定額法

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

②平成19年４月１日以降に取得

したもの

定率法

　ただし、建物（建物附属設備を

除く）は定額法

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

(1）有形固定資産

①平成19年３月31日以前に取得

したもの

旧定率法

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）は旧定額法

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

②平成19年４月１日以降に取得

したもの

定率法

　ただし、建物（建物附属設備を

除く）は定額法

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

  （追加情報）

平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する方法に

よっております。

　これにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益に与える

影響は軽微であります。

（会計方針の変更）

当期より、法人税法の改正

（（所得税法の一部を改正する

法律　平成19年３月30日　法律第

６号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年３

月30日　政令第83号））に伴い、

平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく方法に変

更しております。

　この変更に伴い、従来と同一の

方法によった場合に比べ、減価償

却費が16百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ16百万円減少して

おります。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度
（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

 (2）無形固定資産

定額法

　なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法

(2）無形固定資産

同　　　　　左

(2）無形固定資産

同　　　　　左

 (3）長期前払費用

定額法

　なお、償却期間については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

(3）長期前払費用

同　　　　　左

(3）長期前払費用

同　　　　　左

３．繰延資産の処理方法 株式交付費

　支出時に全額費用として処理して

おります。

株式交付費

同　　　　　左

株式交付費

同　　　　　左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(1）貸倒引当金

同　　　　左

(1）貸倒引当金

同　　　　左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるた

め、当中間会計期間に負担すべき

支給見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

同　　　　左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるた

め、当期に負担すべき支給見込額

を計上しております。

 （3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て、発生していると認められる額

を計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。

（3）退職給付引当金

同　　　　左

（3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

同　　　　左 同　　　　左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度
（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

６.ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている

金利スワップ取引について、特例

処理を採用しております。

（1）ヘッジ会計の方法

同　　　　左

（1）ヘッジ会計の方法

同　　　　左

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金の利息

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同　　　　左

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同　　　　左

 （3）ヘッジ方針

　当社規程に基づき、借入金の金

利変動リスクをヘッジしており

ます。

（3）ヘッジ方針

同　　　　左

（3）ヘッジ方針

同　　　　左

 （4）有効性の評価の方法

　金利スワップ取引の特例処理の

要件を満たしているため、有効性

の評価を省略しております。

（4）有効性の評価の方法

同　　　　左

（4）有効性の評価の方法

同　　　　左

７.中間キャッシュ・フロー計

算書（キャッシュ・フロー

計算書）における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて、僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資からなっており

ます。

同　　　　左 同　　　　左

８.その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

同　　　　左 同　　　　左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度
（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号　平成17年12月９日）を適用し

ております。

　従来の資本の部の合計に相当する金

額は純資産合計と同額であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。

────── ──────

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間まで有形固定資産の「その他」に含めて

表示しておりました「工具器具備品」は、当中間会計期間

より資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記してお

ります。

　なお、前中間会計期間の有形固定資産の「その他」に含

まれている「工具器具備品」の金額は2,663百万円であり

ます。

──────

　前中間会計期間まで無形固定資産として一括して表示し

ておりました「ソフトウェア」は、当中間会計期間より資

産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しておりま

す。

　なお、前中間会計期間の無形固定資産に含まれている

「ソフトウェア」の金額は1,563百万円であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末

（平成19年２月20日）

当中間会計期間末

（平成20年２月20日）

前事業年度末

（平成19年８月20日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

11,224百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

13,454百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

12,289百万円

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

建物 75百万円

土地 551 

計 627百万円

建物 70百万円

土地 551 

計 621百万円

建物 72百万円

土地 551 

計 624百万円

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務

長期借入金(１年

内返済分含む)
899百万円

長期借入金(１年

内返済分含む)
555百万円

長期借入金(１年

内返済分含む)
722百万円

※３．　　　───── ※３．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行と当座貸

越契約を締結しております。当該

契約に基づく当期末借入未実行

残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額 6,100百万円

借入実行残高 － 

差引額 6,100百万円

※３．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行と当座貸

越契約を締結しております。当該

契約に基づく当期末借入未実行

残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額 6,100百万円

借入実行残高 － 

差引額 6,100百万円

※４．消費税等の取扱い ※４．消費税等の取扱い 　４．　　　─────

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

　同　　　　左  
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度
（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取家賃 69百万円

什器負担金収入 34 

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取家賃 72百万円

受取手数料 25 

什器負担金収入 25 

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取家賃 143百万円

受取手数料 51 

什器負担金収入 87 

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 16百万円

支払家賃 64 

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 53百万円

支払家賃 64 

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 26百万円

支払家賃 128 

※３．特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 49百万円

※３．特別利益のうち主要なもの

貸倒引当金戻入益 24百万円

店舗移設補償金 17 

※３．特別利益のうち主要なもの

貸倒引当金戻入益 62百万円

固定資産売却益 57 

※４．特別損失のうち主要なもの

店舗閉鎖損失 23百万円

減損損失 219 

固定資産除却損 122 

リース資産処分損 153 

※４．特別損失のうち主要なもの

店舗閉鎖損失 88百万円

減損損失 168 

固定資産除却損 62 

※４．特別損失のうち主要なもの

店舗閉鎖損失 44百万円

減損損失 896 

固定資産除却損 200 

リース資産処分損 153 
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前中間会計期間
（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度
（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

※５．減損損失

  当社は以下の減損損失を計上してお

ります。

 地域   用途   種類
減損損失
（百万円）

関東地区
店舗
８店舗

建物等 77

甲信越・
北陸地区

店舗
１店舗 

建物等 5

東海地区
店舗
３店舗 

建物等 67

関西地区
店舗
１店舗 

建物等 16

九州地区
店舗
２店舗 

建物等 52

合計 219

　資産のグルーピングは、主として店舗

単位としております。このうち、閉店す

ることを決定した店舗について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、減損

損失219百万円（建物171百万円、構築

物８百万円、工具器具備品39百万円）

を計上いたしました。

　なお、回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、ゼロとして評価し

ております。

※５．減損損失

  当社は以下の減損損失を計上してお

ります。

 地域   用途   種類
減損損失
（百万円）

東北地区
店舗
３店舗

建物等 59

関東地区
店舗
３店舗

建物等 64

東海地区
店舗
１店舗 

建物等 15

九州地区
店舗
１店舗 

建物等 28

合計 168

　資産のグルーピングは、主として店舗

単位としております。このうち、閉店す

ることを決定した店舗について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、減損

損失168百万円（建物116百万円、工具

器具備品51百万円）を計上いたしまし

た。

　なお、回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、ゼロとして評価し

ております。

 ※５．減損損失

  当社は以下の減損損失を計上してお

ります。

 地域   用途   種類
減損損失
（百万円）

北海道地
区

店舗
１店舗

建物等 17

東北地区
店舗
１店舗 

建物等 28

関東地区
店舗
28店舗 

建物等 508

甲信越・
北陸地区

店舗
１店舗 

建物等 5

東海地区
店舗
６店舗 

建物等 137

近畿地区
店舗
４店舗 

建物等 47

九州地区
店舗
６店舗 

建物等 151

合計 896

　資産のグルーピングは、主として店舗

単位とし、また賃貸物件については物

件単位としております。このうち、営業

損益が悪化している店舗について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、減

損損失896百万円（建物607百万円、構

築物14百万円、工具器具備品219百万

円、長期前払費用55百万円）を計上い

たしました。なお、店舗用資産の回収可

能価額はゼロもしくは使用価値により

測定しており、割引率は7.8％を用いて

おります。

  ６．減価償却実施額

有形固定資産 1,281百万円

無形固定資産 418 

  ６．減価償却実施額

有形固定資産 1,505百万円

無形固定資産 483 

  ６．減価償却実施額

有形固定資産 2,817百万円

無形固定資産 878 
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（中間株主資本等変動計算書関係）

(前中間会計期間）（自　平成18年８月21日　至　平成19年２月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１． 29,588,300 32,000 － 29,620,300

合計 29,588,300 32,000 － 29,620,300

自己株式     

普通株式　（注）２． 71,800 1,547 － 73,347

合計 71,800 1,547 － 73,347

 （注）１．当中間会計期間増加株式数は、新株予約権の行使による増加であります。

　　　 ２．自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月17日

定時株主総会
普通株式 590 20 平成18年８月20日 平成18年11月20日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

取締役会
普通株式 738 利益剰余金 25 平成19年２月20日 平成19年５月11日

(当中間会計期間）（自　平成19年８月21日　至　平成20年２月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 29,620,300 － － 29,620,300

合計 29,620,300 － － 29,620,300

自己株式     

普通株式　（注） 73,894 1,490,693 － 1,564,587

合計 73,894 1,490,693 － 1,564,587

（注）　自己株式の増加は、平成19年９月28日開催の取締役会決議に基づく取得1,002,000株、平成19年11月29日開催の取締

役会決議に基づく取得488,500株及び単元未満株式の買取り193株によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月28日

取締役会
普通株式 738 25 平成19年８月20日 平成19年11月19日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月28日

取締役会
普通株式 701 利益剰余金 25 平成20年２月20日 平成20年５月13日

（前事業年度）（自　平成18年８月21日　至　平成19年８月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１． 29,588,300 32,000 － 29,620,300

合計 29,588,300 32,000 － 29,620,300

自己株式     

普通株式　（注）２． 71,800 2,094 － 73,894

合計 71,800 2,094 － 73,894

 （注）１．当期増加株式数は、新株予約権の行使による増加であります。

 ２．自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月17日

定時株主総会
普通株式 590 20 平成18年８月20日 平成18年11月20日

平成19年３月29日

取締役会
普通株式 738 25 平成19年２月20日 平成19年５月11日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月28日

取締役会
普通株式 738 利益剰余金 25 平成19年８月20日 平成19年11月19日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度
（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 12,553百万円

現金及び現金同等物 12,553百万円

現金及び預金勘定 15,601百万円

現金及び現金同等物 15,601百万円

現金及び預金勘定 4,540百万円

現金及び現金同等物 4,540百万円
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度
（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

１．　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

中間期末
残高相当
額
（百万円）

建物 19 2 17

機械及
び装置

156 143 13

工具器
具備品

280 118 162

ソフト
ウェア

181 18 162

合計 637 282 355

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

中間期末
残高相当
額
（百万円）

建物 19 5 13

工具器
具備品

277 169 107

ソフト
ウェア

171 51 119

合計 467 226 241

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物 19 4 15

機械及
び装置

86 84 1

工具器
具備品

281 145 136

ソフト
ウェア

181 36 144

合計 569 271 298

(2）未経過リース料中間期末残高相当

額等

(2）未経過リース料中間期末残高相当

額等

(2）未経過リース料期末残高相当額等

１年内 109百万円

１年超 249 

合計 359百万円

１年内 84百万円

１年超 165 

合計 250百万円

１年内 95百万円

１年超 206 

合計 301百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

支払リース料 64百万円

減価償却費相当

額
61 

支払利息相当額 2 

支払リース料 52百万円

減価償却費相当

額
47 

支払利息相当額 3 

支払リース料 113百万円

減価償却費相当

額
108 

支払利息相当額 4 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同　　　　左

(5）利息相当額の算定方法

同　　　　左

２．　　　───── ２．　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 1 

合計 4百万円

２．　　　─────

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失

はありません。

（減損損失について）

同　　　　左

（減損損失について）

同　　　　左
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（有価証券関係）

（前中間会計期間末）（平成19年２月20日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
中間貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 192 482 289

合計 192 482 289

２．時価のない主な有価証券の内容

 
中間貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券  

非上場優先出資証券 100

非上場株式 3

合計 103

（当中間会計期間末）（平成20年２月20日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
中間貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 192 305 113

合計 192 305 113

２．時価のない主な有価証券の内容

 
中間貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券  

非上場優先出資証券 100

非上場株式 3

合計 103

（前事業年度末）（平成19年８月20日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

株式 192 357 165

合計 192 357 165

２．時価のない主な有価証券の内容

 
貸借対照表計上額
（百万円）

その他有価証券  

非上場優先出資証券 100

非上場株式 3

合計 103
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（デリバティブ取引関係）

（前中間会計期間末）（平成19年２月20日現在）

（当中間会計期間末）（平成20年２月20日現在）

（前事業年度末）（平成19年８月20日現在）

　該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いております。
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（ストック・オプション等関係）

(前中間会計期間）（自　平成18年８月21日　至　平成19年２月20日）

 ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額はありません。

 当中間会計期間に付与したストック・オプションはありません。

(当中間会計期間）（自　平成19年８月21日　至　平成20年２月20日）

 ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額はありません。

 当中間会計期間に付与したストック・オプションはありません。

(前事業年度）（自　平成18年８月21日　至　平成19年８月20日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成13年８月期

ストック・オプション（注）２．
平成15年８月期

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役　　　　１名
当社取締役　　　　１名

当社従業員　　　　１名

ストック・オプション数　

（注）１．
普通株式　　　30,000株 普通株式　　　50,000株

付与日 平成12年11月17日 平成14年11月18日

権利確定条件  該当はありません  該当はありません

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません  対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
平成14年11月20日から

平成22年11月17日まで

平成16年11月20日から

平成24年11月17日まで

 （注）１．株式数に換算して記載しております。

　　　　　 なお、平成14年７月23日開催の取締役会決議により、平成14年10月10日付で１株を1.5株に、平成16年１月22日開催の

取締役会決議により、平成16年４月９日付で１株を1.2株に、平成16年７月23日開催の取締役会決議により、平

成16年10月12日付で１株を1.25株に、平成17年７月22日開催の取締役会決議により、平成17年10月11日付で１

株を1.25株に分割しておりますが、これによる株式数は調整しておりません。

 　　　２．平成13年８月期のストック・オプションは、商法等改正整備法第19条１項の規定により新株予約権とみなされる

改正前の旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権を付与する方法によるものです。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当期において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して

記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成13年８月期

ストック・オプション
平成15年８月期

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前期末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　　（株）   

前期末 77,600 27,200

権利確定 － －

権利行使 11,200 20,800

失効 － －

未行使残 66,400 6,400

②　単価情報

 
平成13年８月期

ストック・オプション
平成15年８月期

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 1,068 720

行使時平均株価　　　　　（円） － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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（持分法損益等）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日）

当中間会計期間
（自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日）

前事業年度
（自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日）

１株当たり純資産額      1,236円83銭       1,227円52銭   1,196円50銭

１株当たり中間（当期）

純利益
        101円80銭            64円22銭    88円96銭

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益

         101円57銭             64円20銭     88円79銭

    

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年８月21日
至　平成19年２月20日)

当中間会計期間
(自　平成19年８月21日
至　平成20年２月20日)

前事業年度
(自　平成18年８月21日
至　平成19年８月20日)

１株当たり中間（当期）純利

益金額
   

中間（当期）純利益

　（百万円）
3,006 1,842 2,627

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ － －

普通株式に係る中間（当

期）純利益金額（百万円）
3,006 1,842 2,627

期中平均株式数（株） 29,529,141 28,693,079 29,537,870

    

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額

（百万円）
－ － －

普通株式増加数（株） 68,266 8,249 57,036

（うち新株予約権（株）） （68,266） （8,249） （57,036） 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

――――― ――――― ―――――

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

半期報告書

40/45



（重要な後発事象）

（前中間会計期間）（自　平成18年８月21日　至　平成19年２月20日）

　該当事項はありません。

（当中間会計期間）（自　平成19年８月21日　至　平成20年２月20日）

　　当社は、平成20年３月28日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定に基づき、自己株式を取得す

ることを決議いたしました。

（1）取得の理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行および株主への利益還元のため

（2）取得する株式の種類

当社普通株式

（3）取得する株式の総数

600,000株（上限）（発行済株式総数に対する割合2.14％）

（4）取得価額の総額

700百万円（上限）

（5）取得する期間

平成20年３月31日～平成20年５月30日（約定ベース）

（6）取得の方法

信託方式による市場買付

（前事業年度）（自　平成18年８月21日　至　平成19年８月20日）

　　１．　当社は、平成19年９月３日開催の取締役会決議により、平成19年９月７日付けで設備資金に充当するため、金融

機関と次のとおりタームローン契約を締結いたしました。

（1）借入先　　　　　三菱東京ＵＦＪ銀行・みずほ銀行・常陽銀行・千葉銀行

（2）借入金額　　　　4,000百万円

（3）利率　　　　　　6ヶ月TIBOR＋0.30％

（4）借入実行日　　　平成19年９月12日

（5）借入返済期日　　平成24年９月12日

　　２．　当社は、平成19年９月28日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定に基づき、自己株式を取得する

ことを決議いたしました。

（1）取得の理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行および株主への利益還元のため

（2）取得する株式の種類

当社普通株式

（3）取得する株式の総数

1,200,000株（上限）（発行済株式総数に対する割合4.05％）

（4）取得価額の総額

1,700百万円（上限）

（5）取得する期間

平成19年10月１日～平成19年10月31日（約定ベース）

（6）取得の方法

信託方式による市場買付

（２）【その他】

　平成20年３月28日開催の取締役会において当期中間配当について、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額　………………………………………… 　701百万円

（ロ）１株当たりの金額　 ………………………………………………………  25円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 ………………………　 平成20年５月13日

（注）　平成20年２月20日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払い

を行います。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

１　有価証券報告書及びその添付書類

　　　事業年度（第28期）（自　平成18年８月21日　至　平成19年８月20日）平成19年11月19日関東財務局長に提出

２　自己株券買付状況報告書

　　　報告期間（自　平成19年９月28日　至　平成19年９月30日）平成19年10月25日関東財務局長に提出。

　　　報告期間（自　平成19年10月１日　至　平成19年10月31日）平成19年11月９日関東財務局長に提出。

　　　報告期間（自　平成19年11月１日　至　平成19年11月30日）平成19年12月14日関東財務局長に提出。

　　　報告期間（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）平成20年１月15日関東財務局長に提出。

　　　報告期間（自　平成20年３月31日　至　平成20年３月31日）平成20年４月14日関東財務局長に提出。

３　自己株券買付状況報告書の訂正報告書

　　　平成19年12月21日関東財務局長に提出。

平成19年12月14日提出の自己株券買付状況報告書（報告期間(自　平成19年11月１日　至　平成19年11月30日)）に係

る訂正報告書であります。

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

半期報告書

42/45



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成１９年５月１１日

株式会社　ライトオン   

 取 締 役 会 御 中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 金塚　厚樹　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大谷　秋洋　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラ

イトオンの平成18年8月21日から平成19年8月20日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成18年8月21日から平成19年2

月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ライトオンの平成19年2月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年8月21日から

平成19年2月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成２０年５月１３日

株式会社　ライトオン   

 取 締 役 会 御 中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 金塚　厚樹　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大谷　秋洋　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ライトオンの平成19年8月21日から平成20年8月20日までの第29期事業年度の中間会計期間（平成19年8月21日か

ら平成20年2月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ライトオンの平成20年2月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年8月21日から

平成20年2月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
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